







































































































3） 詳細については、http://www.moj.go.jp/keiji1/keiji_keiji23.html参照。平成 16年 5月 31
日付法務省刑事局長通知については、甲斐行夫＝萩原勝治「刑事関係書類に対する文書提
























































いし 3号の解釈が、旧民訴法 312条 1号ないし 3号の解釈と同一であると解す
べきか否かについてみておく。立法担当者は、民訴法 220条 1号ないし 3号に
ついては、旧民訴法312条1号ないし3号に関する判例・学説が基本的に妥当し、
旧民訴法 312条 1号ないし 3号に該当するとされてきた文書については、新法























































































































14） 最判昭和 59年 3月 27日刑集 38巻 5号 2037頁、金子宏『租税法〔第 22版〕』（弘文堂・







































































































19） 札幌高判平成 17年3月17日（平成 16年（行コ）第 12号）裁判所ウェブサイト（原審・
札幌地判平成16年7月12日（平成15年（行ウ）第19・20号）裁判所ウェブサイト）。






























22） 東京地決平成 17年 6月 14日判時 1904号 119頁、東京地決平成 22年 5月 13日判タ 1358







































する）へ改正される際には、旧々民訴法 336条および 343条に対応する 1877年
























































































27） Staudingers/Marburger, Kommentar zum Bürgerlichen Gesetzbuch mit Einführungsgesetz 
und Nebengesetzen, Buch 2, 2015,§810 Rn.14; Stein/Jonas/Berger, Kommentar zur 
Zivilprozessordnung, 23. Aufl., Bd. 5, 2015,§422 Rn. 13; BGH, Urteil vom 27.5.2014, NJW 
2014, 3312, 3313. 本間・前掲注24）206‒207頁。
28） 菊井＝村松・前掲注 24）全訂民事訴訟法Ⅱ 617‒618頁、菊井＝村松原著・前掲注 24）
コンメンタールⅣ383頁、斎藤ほか編著・前掲注24）153頁〔斎藤＝宮本〕、吉村＝小島編・
前掲注 24）79頁〔廣尾〕、兼子ほか・前掲注 24）条解民事訴訟法 1058頁〔松浦〕（大多数











29） 大阪高決平成 7年 2月 21日金判 990号 22頁（顧客である挙証者と証券会社である相手
方との間の株式売買等の委託契約関係。基本事件はこの委託契約の債務不履行に基づく損
害賠償請求権等が訴訟物であるため、訴訟物の前提となる法律関係といえる）、東京高決






30） 浦和地決昭和47年1月27日判時655号11頁（ただし、東京高決昭和 47年 5月 22日高民
集 25巻 3号 209頁で取り消されている）、大阪高決昭和53年 3月 6日高民集 31巻 1号 38頁、
仙台高決平成 5年 5月 12日判時 1460号 38頁（原審の仙台地決平成 5年 3月 12日判時 1452
号3頁も同様）。




ているようである）、横浜地横須賀支決昭和 53年 10月 30日判タ 370号 57頁、大阪地決昭























32） 札幌高決昭和 57年1月29日訟月 28巻3号622頁、大阪高決平成 1年 10月 23日判時 1373
号51頁。
33） 高松高決昭和 50年 7月 17日行裁集 26巻 7‒8号 893頁。原審の松山地決昭和 50年 5月 24
日行裁集26巻7‒8号925頁も表現は異なるが、これに近いものと思われる。

































36） 東京高決昭和60年 2月 21日判時 1149号 119頁（ただし、本件被疑事件による捜査法律
関係も法律関係ととらえる）、神戸地決平成5年 9月 8日判自 120号 101頁、東京高決平成9
年 7月 9日判タ1008号 267頁（同決定は必ずしも明らかではないが、「右捜索差押えによっ
て抗告人と捜査機関との間に生じた法律関係」としているので同旨ではないかと考えられ
る）、那覇地決平成 9年11月7日訟月 45巻4号678頁、その抗告審たる福岡高那覇支決平成
10年 3月 13日訟月 45巻 4号 641頁、福岡地小倉支決平成 13年 10月 4日公刊物未登載（横
田希代子「判批」研修642号（2001年）31頁参照）。高松高決平成12年 6月 5日訟月 47巻
12号3636頁（平成12年最決の原審）も同旨であると考えられる。
37） 東京高決平成 15年8月15日判時 1843号74頁（平成 16年最決の原審）。なお、前掲東京












3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3
法律関係




38） 福岡高宮崎支決昭和 54年3月27日訟月 25巻7号1787頁（必ずしも明確ではないが、相
手方（国）が通勤途上交通事故により死亡した国家公務員の遺族に対し、国家公務員災害
補償法 15条により遺族補償金を支給したことにより、同法 6条 1項に基づき遺族が抗告人
に対して有する損害賠償請求権を代位行使するという関係を指しているようである）、大
阪地決昭和 60年 1月 14日判タ 552号 197頁（「原告らに対して前記のように被告国の機関
により発せられた令状に基づき捜索差押の処分がなされたことにより、原告らと同被告と
の間には右令状の発付の適法性をめぐつて原告らの右法的地位の侵害の有無を内容とする

















































44） 富越和厚「許可抗告事件の実情平成 13年度」判時 1790号（2002年）22頁。町村泰貴「捜
査関係書類の文書提出命令と実質的対等確保──最高裁平成13年7月13日決定に関連して
──」南山法学 27巻 1号（2003年）37頁以下も参照。同 40‒41頁によると、申立人は、旧
































46） 名古屋地決平成21年9月8日判時2085号119頁、名古屋地決平成 23年 12月 27日（平成
23年（モ）第142号）裁判所ウェブサイト、名古屋地決平成 24年 2月 27日（平成 22年（モ）



























る。また、東京高決平成 23年3月31日判タ1375号231頁、仙台地決平成 24年 2月 3日（平
成 22年（モ）第 172号）裁判所ウェブサイトは、訴訟物たる国家賠償請求権等を法律関係
としているかのような判示もあり、明確ではない。
47） 平成 19年最決の古田佑紀裁判官補足意見参照。前掲福岡高那覇支決平成 10年 3月 13日



























































ことも必要ではないとの指摘がある。Stein/Jonas/Berger, a.a.O.（Fn. 27）§422 Rn. 14.
 　下級審裁判例において、訴訟物たる不法行為に基づく損害賠償請求権自体を法律関係と





















51） 斎藤ほか編著・前掲注 24）152頁〔斎藤＝宮本〕、菊井＝村松原著・前掲注 24）コンメ





53） 兼子ほか・前掲注 24）条解民事訴訟法 1057‒1058頁〔松浦〕は、いずれの見解も通説・
判例であるとする。
54） 前掲福岡高宮崎支決昭和54年3月27日訟月25巻7号 1787頁、前掲東京高決昭和60年 2
月21日判時1149号119頁、前掲大阪高決昭和 63年7月 20日判タ 681号 198号、前掲神戸地
決平成5年9月8日判自120号101頁、前掲福岡地小倉支決平成13年10月4日公刊物未登載、
前掲東京高決平成23年 3月 31日判タ 1375号 231頁（ただし、「密接な」関連を有する事項




















ことである 57）。平成 19年最決は、「本件勾留請求に当たって、刑訴規則 148条
論説（大渕）
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62） 東京高決昭和 58年 12月 13日判時 1105号 54頁（不起訴裁定書）、千葉地決昭和 59年 6











捜索差押状況を撮影した写真について前掲東京高決平成 9年 7月 9日判タ 1008号 267頁、
送致書について前掲名古屋地決平成 21年 9月 8日判時 2085号 119頁、令状請求簿について







































64） 民訴法 220条 4号ニに関するものであるが、最決平成 19年 8月 23日判時 1985号 63頁、
最決平成19年11月30日民集61巻8号3186頁、伊藤眞「文書提出義務をめぐる判例法理の
形成と展開」判タ1277号（2008年）37頁注 66、兼子原著・前掲注 24）条解民事訴訟法第
2版 1211頁〔加藤〕。外部非開示性要件については、民訴法 220条 3号後段の自己使用文書
についても同様に解することができよう。























66） 前掲最決平成 19年 11月 30日民集 61巻 8号 3186頁、最判解民事篇平成 19年度（下）
814頁〔中村さとみ〕参照。


























69） 藤永・前掲 68）12‒13頁、河上ほか編・前掲注 1）大コンメンタール刑事訴訟法⑴ 549
頁〔中山〕、松本ほか編・前掲注1）107頁。





 　最決平成16年 2月 20日判時 1862号 154頁も、本件文書が民訴法220条 4号ロに当たると





















下級審判例として、例えば、東京高決昭和 52年 7月 1日下民集 28巻 5‒8号 770頁、東京高




72） 少なくとも民訴法220条 4号ホを同条 3号に類推適用すべきであると「明示的に」述べ
る見解はあまり見られないが、春日偉知郎「判批」法学研究 78巻 8号（2005年）84頁以下
がそのような見解をとるようである。






















 　しかし、立法担当者の上記説明は、民訴法 220条 4号ホが 1号ないし 3号には類推適用さ
れないことを前提とするものであると解する方が素直ではないかと考える（加藤正男「時





 　春日・前掲 86頁がいうように、民訴法 220条4号ホと刑訴法 47条が内容的に競合する規
定であり、前者の内容を後者がより具体的に補っていると解するのであれば、そもそも民
訴法 220条 4号に基づく申立てに関しても、同号ホに該当するとしても、刑訴法 47条但書
に該当するか否かが問題となるとするのが素直であるが、そうであるとすれば、刑事事件
関係書類等を全面的に一般義務から除外した立法趣旨に反することになるであろう。
73） 小林秀之「判批」判タ 646号（1987年）98頁、藤永・前掲注 68）12頁。これに対し、
山本・前掲注 8）129‒130頁は、刑訴法 47条は、証言拒絶権の類推適用とは異なる独自の
例外を構成するのが相当ではないかと述べている。
74） 前掲福岡高宮崎支決昭和 54年3月27日訟月 25巻7号1787頁（同決定は、法律関係文書
該当性もあわせて否定する）、前掲大阪地決昭和 60年 1月 14日判タ 552号 197頁、前掲東
京高決昭和60年2月21日判時1149号119頁、前掲神戸地決平成5年 9月 8日判自120号 101
頁）。
75） 東京高決昭和 62年 6月 30日判時 1243号 37頁（刑訴法 47条本文が訴訟に関する書類を
非公開としている理由のうち、すでに消滅しているもの以外の理由があるについて、「相
手方が何ら明らかにしない場合には、本件報告書の公開を妨げるべき事由は特に存在しな
いものと一応推定されるべきである」とする）、前掲福岡高那覇支決平成 10年 3月 13日訟




























76） 前掲東京高決平成 9年 7月 9日判タ 1008号 267頁（提出義務肯定）、名古屋高金沢支決
平成10年11月27日公刊物未登載（酒井・前掲注57）200頁参照。提出義務否定）、前掲福
岡地小倉支決平成13年 10月 4日公刊物未登載（提出義務肯定）、前掲高松高決平成12年 6


























79） 平成 16年最決前のものとして、町村・前掲注 44）58‒59頁があり、小林秀之「判批」






































86） 伊藤・前掲注 24）435頁注 397、松本＝上野・前掲注 24）536‒537頁、最決平成 12年 3

















被害者 Aが本件被疑事実が不法行為を構成するとして、加害者 X 2に対する






































































 　しかし、X 2が本件被疑事実を強く争っているにもかかわらず、Aが別件第 1訴訟を提起
したということは、A自身が、Aの名誉・プライバシーに最も関係する本件被疑事実の詳
細な状況やその前後の経緯、告訴に至る状況、Aの供述の信用性に関する諸事情が審理対
象となることを当然容認していると考えられるところ、Aの供述調書等の中心的な内容も、
これらの事実に関することであると思われるので、Aの名誉・プライバシーの侵害のおそ
れはさほどではないといえる。
92） 畑・前掲注79）117頁。
93） 町村・前掲注44）58、64頁。
捜査中であること（当該事件につき判決が確定するなどしても、関連する事件
が捜査中であれば、捜査への支障が生じ得る）、④いわゆる公安事件や暴力団
等による組織犯罪事件であること（これらの事件の場合には、捜査の端緒・
手法、捜査の進展等が開示されると、罪証隠滅等がなされることにより捜査・
公判への不当な影響がより強く懸念され、捜査協力者や捜査員の安全も問題に
なり得るほか、供述内容が公開されると、国民が報復等をおそれて捜査や公判
に協力してくれなくなる事態も十分に考えられるという意味で、将来の捜査公
判への影響も考えなければならない）94）、⑤性犯罪や贈収賄等の関係者の名誉・
プライバシーが問題となる事件であること、⑥客観的証拠が乏しく、関係者の
供述が立証の中心であったり、間接事実の積み重ねによって立証しなければな
らなかったりするなど、罪証隠滅が容易な事案であることが考えられる。
他方、弊害を弱める方向のファクターとしては、①当該事件につき判決が既
に確定している、あるいは、公訴時効が成立しており、何人も起訴される見込
みがないこと（不起訴処分がされても、再捜査の結果、公訴提起に至ることも
あり得るので、不起訴処分がなされたことだけでは要素としてはやや弱い）、
②名誉・プライバシーが問題となる者が訴訟当事者のみであり、当該事項が
訴訟で問題になることが想定されること（逆に無関係な第三者の名誉・プラ
イバシーが問題であれば、弊害を強める方向のファクターになる）95）などが考
えられる。
ここで平成 17年最決の捜索差押令状請求書に関する判断について、一言し
ておく。捜索差押令状請求書の書式（司法警察職員捜査書類基本書式例）から
すれば、捜索差押令状請求書につき、「犯行態様等捜査の秘密にかかわる事項
や被疑者、被害者その他の者のプライバシーに属する事項が含まれていること
が少なくない」といえるのかについては、疑問の余地なしとはしない 96）。捜索
「刑事事件に係る訴訟に関する書類」の文書提出義務
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94） 後述するとおり、平成 17年最決についてもこの点が重視されており、また、名古屋高
金沢支決平成 15年5月30日公刊物未登載（甲斐＝楠元・前掲注 57）16‒17頁）も同様の点
を考慮している。
95） 町村・前掲注40）114頁参照。
差押令状請求書の記載事項（刑訴規則155条1項）のうち「差し押さえるべき物」
「捜索すべき場所、身体又は物」「請求者の官公職氏名」「被疑者の氏名」「罪名」
という記載項目は、捜索差押許可状のそれと同一である。平成 17年最決のよ
うないわゆる公安事件においては、別件捜索差押えが争点になることが多く、
「差し押さえるべき物」「捜索すべき場所、身体又は物」の記載が重要となるが、
捜索差押許可状の「差し押さえるべき物」「捜索すべき場所、身体又は物」の
記載は、捜索差押令状請求書のそれと同一であることがほとんどであると思わ
れる（裁判官が捜索差押令状請求書の別紙を訂正・削除等して捜索差押許可
状に添付することもあり、その場合は記載内容が同一ではないことになるが、
この事件ではそのような事情は明らかではない）。捜索差押許可状と同一では
ない記載のうち、犯行態様等捜査の秘密にかかわる事項や関係者のプライバ
シーに属する事項が含まれ得るのは、「犯罪事実の要旨」くらいである 97）。刑
法犯とは異なり、特別法犯（平成17年最決の事案でいえば、爆発物等取締罰
則違反）の場合には、捜索差押許可状の罪名からは構成要件を知るのが困難で
あるため、犯罪事実の要旨が重要である場合、捜索差押令状請求書の提出を求
めることもあり得るかもしれない。しかし、捜索差押えが違法であることを基
礎付ける基本事件の事実主張に照らせば、犯罪事実の要旨はその立証にとって
重要ではなく 98）、さらに、抗告人が、一部事件の捜索差押令状請求書の「犯罪
事実の要旨」を答弁書において主張し、それ以外の事件についても、準備書面
において被疑事実の骨子を記載していた。いわゆる公安事件という事案の性質
をどこまで重視するかにもかかってくるが、これを重視した場合、犯人が未検
挙であることを考慮すれば、被疑事実の要旨が既に主張されている以上に明ら
論説（大渕）
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96） 三上・前掲注 25）88‒89頁も、捜索差押令状請求書に記載される一般的内容からして、
最高裁がいうように、捜査等の秘密の漏えいや、プライバシー侵害の可能性があるとは考
えられないとする。
97） 夜間執行が必要である事由等の記載には、捜査手法の機微に触れるような事項が記載
されていないのが一般的であることは、原審決定が述べるとおりである（民集 59巻 6号
1884頁）。
98） 最判解民事篇平成17年度（下）520頁〔加藤正男〕。
かになることによって捜査公判への弊害がないとはいい切れない（この種の事
件の場合には、組織的な罪証隠滅行為等の可能性がないともいえない）が、そ
もそも捜索差押令状請求書を証拠として調べる必要性がさほどではないため、
平成 17年最決は、逸脱・濫用とまではいえないと判断したものと思われる。
その意味で、捜索差押令状請求書が証拠として取り調べる必要性が高いケース
では、また違った判断になり得ることも十分あり得る。
第3　結語
本稿では、十分に検討できなかった点も多々あるが、これらについてはさら
に機会を改めて検討したいと考えている。前述したとおり、営業秘密に関して
既に論じられているように、民事訴訟において、文書不提出による真実発見・
公正な裁判の実現を図りつつ、秘密等が公表されることによる弊害を解消する
ためには、立法論として、秘密保持命令などが検討されるべきであるという点
を最後に指摘しておく。
（おおぶち・まきこ　筑波大学大学院ビジネス科学研究科企業法学専攻教授）
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